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要       旨 

 

１ 作成の背景 

 

 日本学術会議では、「日本の展望―学術からの提言2010」［1］において、“環境学分野の

展望―持続可能な社会に向けた国土・地球環境形成に対する環境学からの提案―”［2］、“地

球環境問題”［3］、および“持続可能な世界の構築のために”［4］という視点から環境学の

俯瞰が行われた。しかしながら、これらの提言では、その目的から、環境問題を軸とした

俯瞰が行われており、環境学に関する全分野を網羅したものとはなっていない。   

また、これらの提言以降に日本においては東日本大震災が発生し（2011 年３月 11日）、

その環境への影響評価と対策については、放射線によるものも含め、今日においても日本

の社会に大きな問いを投げかけている。近いうちに発生すると予測されている他の大規模

地震に向けて、その被害を軽減し速やかに環境の復元を図るための方策を検討する必要が

ある。 

さらに、地球規模の現象をみても、2012年には地球全体の平均で二酸化炭素濃度が

400ppmを越え、その上昇は止まる気配を見せていない。そのために夏期の高温による被害

や豪雨、旱魃といった現象の極端化、偏在化の傾向が著しくなっている。日本においても、

ここ１，２年での猛暑による熱中症の増加、集中豪雨さらには竜巻等による被害の発生は、

これまでに見られなかった規模で観測されている。 

このような状況の下、国際科学会議（ICSU）をはじめとする世界の研究機関連合や研究

ファンディング機関の集まりであるベルモント・フォーラム（Belmont Forum）は、これま

で地球規模での環境問題に取り組んできた研究プログラムである世界気候研究計画（WCRP）、

地球圏/生物圏国際共同研究計画（IGBP）、生物多様性科学国際共同研究計画（DIVERSITAS）、

地球環境変化の人間的側面に関する国際研究計画（IHDP）を組み替えて新たにフューチャ

ー・アース（Future Earth: 以降FEと略記）プログラム［5］を立ち上げることを決めた。

FEプログラムが発足した背景には、WCRP、IGBP、DIVERSITAS、IHDPといった科学プログラ

ムが論文や報告書の形で多くの新たな知見の創出に寄与してきたものの、気候変動や生物

多様性の減少等の問題において必ずしも具体的な解決策を見いだせていない、という評価

がある。現実の環境問題の解決に向けて、環境学と社会的な課題の間を繋ぐ何らかの新た

な仕組みを作らなければならない。日本学術会議も昨年度よりFEプログラム参画への検討

を開始し、平成25年８月、Future Earth 推進委員会を発足させた。 

本報告は、上記の状況変化に鑑み、喫緊の環境問題の解決および将来の潜在的環境問題

の予測に向けて、環境学の課題および研究の方法論を俯瞰することを目的とした。 

 

２ 報告の内容 

 

本報告では、まず第２章において、環境学が環境問題を解決するための方法論を提供す

る学問であること、また環境問題の解決とは、人間と自然の相互作用を持続的に維持し、
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改善することであるという基本的な考え方を示した。このために、環境学が学際性

（interdisciprinarity）やトランスディシプリナリ性（transdisciplinarity）、また、シ

ステム統合性といった学問分野の“際”、また科学と社会の“際”を越えて全体をシステム

として把握するための方法論を必要とすること、また環境問題を発生させる原因および因

果の関係を特定して課題を解決するために、計測、モデル化、予測・評価、対策という研

究の行為のサイクルを提示するものでなければならないことを示した。 

第３章においては、環境学をどのような軸で俯瞰するかを検討した。環境学を俯瞰する

には、環境問題の解決に資するという視点から、 

 問題の軸（地球温暖化、生物多様性の減少、化学物質汚染等） 

 学問分野の軸（環境物理学、環境化学、環境生物学、地球科学等） 

 空間・時間スケールの軸（地域環境問題、地球環境問題、近未来気候予測、長期気候変

動予測、極端現象等） 

 行為の軸（計測、モデル化、予測・評価、技術的対策、政策的対策等） 

等の複数の軸が考えられる。本報告では、環境問題解決のための方法論を提供するという

環境学の使命から、問題の軸を念頭におきつつ研究行為の軸により俯瞰することとした。 

 第４章においては、問題の軸と行為の軸の行列として環境学の俯瞰を行った。問題群に

ついては、冒頭に紹介した「日本の展望―学術からの提言2010」等の考え方に基づき選定

した。なお、問題群においては、現在その解決が喫緊の課題となっている問題のみならず

将来の潜在リスクとしての環境問題を取り挙げた。また、研究の行為については、第２章

で記述した環境学の基本的考え方に基づき設定した。 

第５章においては、今後FEプログラムが必要とする学際、業際、省際、国際等の“際”

を越えた連携を促進するための環境学の在り方について検討した。 

 

 

 

 

 

 

 



目     次 

 

１ はじめに ··························································· １ 

２ 環境学の基本的考え方 

(1) 人間と自然の相互作用 ············································· ３ 

(2) 環境学における学際性、 

トランスディシプリナリ性、およびシステム統合性 ····················· ４ 

(3) 環境学における空間・時間スケール ································· ４ 

(4) 環境学における因果の特定 ········································· ５ 

(5) 環境学における行為のサイクル ····································· ５ 

(6) 環境学における社会実装 ··········································· ５ 

３ 環境学を俯瞰する軸 ················································· ７ 

４ 環境学の俯瞰 

(1) 環境問題の俯瞰 ·················································· １０ 

① 地球規模での環境問題 ·········································· １０ 

② 地域・都市規模での環境問題 ···································· １０ 

(2) 研究の行為の俯瞰 ················································ １０ 

① 環境を知る ···················································· １０ 

② 環境を良くする ················································ １０ 

③ 環境の在り方を考える ·········································· １１ 

(3) 環境問題と研究行為の行列表現による俯瞰 ·························· １２ 

５ 環境研究のこれからーFEプログラムの展開 ·························· １８ 

＜参考文献＞ ························································· １９ 

＜参考資料＞ 

 環境科学分科会審議経過 ············································· ２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 
 

１ はじめに 

 

本報告は、環境学における研究の構造を明示的に示すとともに、環境学における個別研

究の位置づけを理解することを目的とする。特に、環境研究の目標である環境問題の解決

につなげるために個別研究分野をどのように組み合わせれば良いのか、その道筋を明確に

することを目的とする。そのために、本報告では個別学問分野の水平的な構造のみではな

く、計測、モデル化、予測・評価、対策といった課題解決に向けた科学技術の行為に着目

して俯瞰を行うこととした。 

 環境学は、19世紀からの人間活動の急速な拡大に伴って発生した様々な環境問題を解決

するための方法論として成立した。従って、環境学は、物理学、化学、生物学などの伝統

的学問分野に基盤を置くものの、それらを統合して問題を解決するという新たな方法論を

必要とする。日本学術会議報告「新しい学術の体系―社会のための学術と文理融合」（日本

学術会議、平成15年６月）[6]に記されているように「16、17世紀以降の自然科学は‘認

識’と‘実践’という人間の一般的活動の原型から‘認識’を切り離し、純然たる知的関

心に基づいて、専ら関心の対象に関する認識を深める活動を中心に展開した。その結果、

自然科学は‘実践’への配慮から解放されて、自律的・自己充足的発展を遂げた。‘実践’

から解き放たれた科学は、物理学、化学、生物学等の「ディシプリン領域」と「ディシプ

リン科学」を生みだし、その細分化、専門化をもたらした」とすれば、環境学は古典的学

問体系に根ざしつつも‘実践’を意識した新たな方法論とその体系を作り出す使命を帯び

ている。 

環境問題が、人間と自然の相互作用の不都合から生じていることから、環境学は、 

 人間と自然の相互作用を理解し 

 人間および自然にとっての脅威を取り除くとともに 

 より良い環境を創造することにより 

 人間と自然の相互作用を持続的、発展的に維持する 

ための考え方とそのための方法論を提供することが目標となる。この人間と自然との相互

作用を持続的、発展的に維持するという環境学の基本的考え方のために、物理学、化学、

生物学、地球科学といった“対象を知る”ことを主目的とする学問分野と環境学は、その

方法論において大きく異なる。環境学は“対象を良くする”ことに本質的な性格を有する。 

一方で、環境学がこれらの長い歴史を有する物理学、化学、生物学等の学問分野を踏ま

えて成り立っていることは間違いない。環境学の俯瞰を行う上では、人間活動に注目する

一方で、その学問体系の基盤となる学問分野との関係性にも注意しなければならない。地

球温暖化が人間活動によるものか否かを判定するためには、人間活動のない自然の振る舞

い（ベースライン）を推論することが不可欠であり、ここでは地球科学の役割は大きい。

多くの環境問題においてベースラインを知るための基礎科学の役割は重要である。 

 

 本報告では、上記の点を踏まえた上で、人間と自然の相互作用を持続的に維持するため

の方法論としての環境学を俯瞰することとする。なお、日本学術会議では、「日本の展望―
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学術からの提言2010」［1］において環境学の俯瞰を行った。ここでは、“環境学分野の展

望―持続可能な社会に向けた国土・地球環境形成に対する環境学からの提案―”［2］、“地

球環境問題”［3］、および“持続可能な世界の構築のために”［4］という視点から環境学の

俯瞰が行われている。しかしながら、これらの提言では、その目的から、環境問題を軸と

した俯瞰が行われており、環境学に関する全分野を網羅したものとはなっていない。   

また、これらの提言以降に日本においては東日本大震災が発生し、日本における多くの

研究分野においてその方向性の見直しが行われた。さらに、近年、気温や海面温度の上昇

に伴い、地球的規模で豪雨や旱魃といった現象の極端化、偏在化の傾向が観測されている。

本報告では、これまで日本学術会議で行われた環境学の俯瞰を踏まえつつ、環境と災害な

どの新たな視点を加えるとともに、日本学術会議などが中心になって検討を開始した環境

変動に関する国際連携プログラムであるフューチャー・アース（Future Earth: 以降FE

と略記）についても、その基本的な考え方を踏まえて俯瞰を行うこととした。FEプログラ

ムの基本的考え方については、第２章において紹介する。 

一方で、環境学は自然環境の持続性、社会の持続性、および文化の持続性を研究対象と

して含む学問分野であり、環境における文化的側面の俯瞰も重要な分野である。しかしな

がら、本報告では自然環境および社会の持続性を中心に検討することとし、文化の持続性

については検討に含まないこととする。 
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２ 環境学の基本的考え方 

(1) 人間と自然の相互作用 

冒頭に述べたように、環境学は人間と自然の相互作用を把握し、その関係を持続的に

維持し、改善・発展させるための科学技術の方法論を体系化したものである。人間は自

然からエネルギー、食物等の資源を得て自ら活動し、その過程で廃棄物を出すとともに、

地表面等自然を改変する。人間活動による廃棄物の生成・放出と自然の改変は、直接的

にまたは自然を介して間接的に人間・社会圏に及ぶが、自然の容量が十分に大きく影響

を吸収できる場合には問題は発生しない。環境問題は、人間の生産活動による負の影響

が増大して、自然さらには人間・社会に負の効果（被害）が発現したときに発生する。

この人間と自然の相互作用を図１に図式化した（[7]より編集）。図１における矢印は系

の間の影響を表わしたものであり、矢印の方向へ影響を及ぼす。 

  図１で注意すべき点は、最終的な影響を受ける人間・社会が、影響に対応して行動す

るために、起点としての人間活動に影響を及ぼす循環系を構成することである。環境問

題は、この循環系の全体もしくは一部に不具合が生じて循環を持続的に維持することが

できなくなった状態といえる。環境学は、この不具合を解消し、持続的循環を維持する

ために何をすべきか、また将来起きる可能性のある不具合（潜在的リスク）を回避する

ために何をすべきか、その方法論を提供しなければならない。環境問題の原点が人間活

動にあることから、その解決には人間活動をどう適切に管理するかという科学技術が必

要となるため、環境学の俯瞰は自然科学と社会科学の連携（文理融合）を意識したもの

とならざるを得ない。また、持続的循環を考える上では、人間自身が持つ価値や規範に

対する考えにも留意することが必要となる。 

     

 

図１ 人と自然の相互作用 
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(2) 環境学における学際性、トランスディシプリナリ性、およびシステム統合性 

人間と自然（大気圏、水圏、生物圏、地圏）の相互作用、および自然圏内部における

相互作用は極めて複雑であり、大気圏や水圏、生物圏を記述するために展開されてきた

個別の学問分野のみではその現象を記述することは難しい。また、物理学や化学、生物

学といった古典的な個別の学問分野のみで記述することも難しい。そのために、環境学

は本質的に学際性という性格を有する。また、人間の活動や社会が研究の対象となるこ

とから、環境学は学界を越えて科学が人間や社会と繋がるというトランスディシプリナ

リ性（transdiciplinarity）という性格も必要とする。新たに開始される FE プログラ

ムが環境問題の解決におけるトランスディシプリナリ性の必要性を強調しているのは

そのためである。なお、‘トランスディシプリナリ’はFEプログラムにおける中心的な

考え方の一つであるが、まだその訳語が確定していないため、ここでは、そのまま用い

ることとした。 

  また、図１において明示的に示されているように、環境学では人間・社会と自然をシ

ステムとして統合的にみる視点が不可欠である。このことは、例えば、大気や海洋、陸

域生態系を記述するモデルを統合する、さらには、これを社会モデルと統合するという

ように対象をシステムとして統合的に理解することの必要性を意味する。環境学はシス

テム科学としての性格を必然的に有する。 

 

(3) 環境学における空間・時間のスケール 

図１で示された系が一つの地域を対象とするのか、国を対象とするのか、また地球的

規模を対象とするのかは、対象とする事象によって異なる。また、時間のスケールが時

間単位なのか年単位なのか、さらに 10 年なのか 100 年なのかも事象によって異なる。

このことは、計測、プロセスの解明、モデル化、予測・評価、また対策（技術的対策と

政策的対策を含む）、さらには対策効果の計測という研究行為が空間・時間のスケール

に依存することを意味し、環境学の実践においては大きな意味を持つ。これらの行為の

スケールや現象のスケールが一致しないことによる問題（スケールミスマッチとも呼ば

れる）は、例えば生物・生態系の研究では重要な問題として指摘されている。 

また、図１においては、生産等の活動を行って自然に影響を及ぼす人間と、最終的な

影響を受ける側としての人間・社会を区別して（左右に）示している。始点と終点とし

ての人間・社会が異なることは環境学の俯瞰では重要な意味を持つ。影響を与える始点

が現世代であり影響を受ける終点が次世代以降であれば、世代間不公平という時間軸の

問題となり、始点と終点の国が異なる場合には国際関係、即ち国家間の環境安全保障問

題となる。気候変動枠組み条約における先進国・途上国間の厳しい関係は、始点と終点

の人間・社会の違いが地域の違いとして顕在化する典型的な国際問題といえる。時間・

空間の違いやそのスケールの違いに起因する環境問題は、安全保障、また国際関係とい

った自然科学のみでは扱うことができない研究分野の俯瞰を必要とする。 
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(4) 環境学における因果の特定 

個々の環境問題を解決するためには、図１において個々の問題の因果関係、即ち原因

から結果への道筋、さらにその結果を良い方向に改善するための対策の道筋を明らかに

しなければならない。気候変動に関する政府間パネル（IPCC：Intergovernmental Panel 

on Climate Change）が気候変動の原因を、確率的にではあるが、人間活動に特定する

までに 15 年以上の年月がかかった。また、水俣病においては、現象自体は局所的であ

ったにも拘わらず、その原因の究明と対策に長い年月と多くの犠牲を伴った（救済策と

いう政策まで含めればまだ解決はしていない）。原因から結果に至る因果の道筋を複数

の可能性の中から特定することは容易ではない。 

因果律を特定する手法の一つとして経済開発協力機構（OECD）で開発されたDPSIRサ

イクル（D： 駆動力、P：圧力、S：現状、I：影響、R：対策）の考え方は、多くの環境

問題の因果関係を特定する際に活用されている。しかしながらDPSIRサイクルと環境学

の個別学問とを融合的に結びつけて活用する方法論、また同サイクルと計測、モデル化、

予測、対策といった行為を結びつける方法論は確立していない。 

環境問題における因果関係を特定して図1における道筋を明らかにすること、さらに

その道筋に沿った矢印において、計測、モデル化、予測、対策といった行為を特定する

方法論を確立し、図１のサイクルを閉じることは環境学の最も大きな使命の一つといえ

よう。 

 

(5) 環境学における行為のサイクル 

前述のように環境学に限らず全ての学問分野の研究活動は、計測（観測、調査）、モ

デル化、予測・評価、および対策といった行為を含む。しかしながら、これまでの研究

行為は、自然科学では主として自然を対象として計測から予測・評価までを、また社会

科学では主として人間・社会を対象として計測から対策までを個別に取り扱うことが多

かった。環境問題の解決には、図１における個別の矢印における行為を、また全体の系

におけるこれらの行為をそれぞれ繋ぐことが必要となる。当然、対象は自然と人間・社

会を包含したものとならざるを得ない。 

そのためには、自然科学と社会科学の研究行為をサイクルの中で連携させること（学

際的連携）は当然であるが、さらに業際的連携や国際的連携が必要となる。特に、学界

と社会を繋ぐトランスディシプリナリな統合はFEが最も重要視している考え方であり、

今後の環境学展開の一つの方向性を示唆するものである。 

 

(6) 環境学における社会実装 

  環境学の目標が、‘認識’の科学と‘実践’の科学の融合であり、社会における問題を

解決するための方法論を提示することにある以上、環境学の研究成果は社会において実

装できるものでなければならない。研究成果の社会実装は、言われるほどに容易ではな

く、科学の成果と社会を繋ぐ新たな方法論を必要とする。 
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  近年、科学技術外交の名の下に科学技術振興機構（JST）と国際協力機構（JICA）との

協働で開始された地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）プログラムは、国際

協力により、相手国の問題を科学技術で解決する道筋を見いだし、これを相手国で社会

実装することを目的としたプログラムである。SATREPS プログラムでは、研究計画段階

から社会実装に関係する組織を組み込むことにより研究成果の社会実装を行うための

仕組みを取り入れた。 

FEプログラムにおいても、研究の計画段階から研究者のみならず当該分野の利害関係

者や関係機関、さらには市民までもステークホルダー（stakeholder）として組み込む

ことにより、研究成果を社会に実装することが提起されている。FEプログラムが発足し

た背景には、WCRP、IGBP、DIVERSITAS、IHDPといった科学プログラムが、主として分析

的な方法論によって論文や報告書の形で多くの新たな知見の創出に寄与してきたもの

の、気候変動や生物多様性の減少等の問題において必ずしも具体的な解決策を見いだせ

ていない、という評価がある。現実の環境問題の解決に向けて、環境学と社会的な課題

の間を繋ぐ何らかの新たな仕組みを作らなければならない。今後の環境学の推進にはこ

のような新たな研究体制の構築を含む方法論の導入が必要であろう。 
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３ 環境学を俯瞰する軸（俯瞰の基本的考え方） 

 

 学問分野の俯瞰は、通常、その分野を構成する要素に分解し、その関係を記述すること

により行う。例えば、環境学を、環境物理学、環境化学、環境生物学といった要素に分解

して行く作業である。ただし、この要素への分解は、分解する際にどのような視点でこれ

を分解するか、どのような視点で構造を見るのか、俯瞰の目的により異なる。例えば、環

境学を、研究の手順を明確にするために環境計測、環境評価、環境予測、環境政策といっ

た対象に対する行為によって分解することも可能である。また、対象とする環境の空間に

着目して分解すれば、地球環境学、地域環境学、都市環境学、河川環境学、大気環境学、

海洋環境学といった分解も可能である。 

 ここでは、その視点を軸と呼ぶことにする。軸としては、 

 問題の軸（地球温暖化、生物多様性の減少、化学物質汚染等） 

 学問分野の軸（環境物理学、環境化学、環境生物学、地球科学等） 

 空間・時間スケールの軸（地域環境問題、地球環境問題、近未来気候予測、長期気候変

動予測、極端現象等） 

 行為の軸（計測、モデル化、予測・評価、技術的対策、政策的対策等） 

などが挙げられる。対象とする問題で見る軸は環境学の発展とも密接に関係し、環境学に

特有のものともいえる。通常、学問は、問題を一般化、抽象化することにより行われてき

たが、環境学においても、例えば、水俣病を解決するために、環境化学、環境生物学、環

境医学といった分野に一旦分解してさらにこれらを統合する作業を必要とした。環境学は、

これまで様々な問題を対象としてその解決に向けて展開してきたが、一方で、従来の学問

分野に分解し、その中で一般化することで学問としての体系化を図ってきたことも事実で

ある。 

俯瞰を従来からの学問分野で分類する軸は多くの分野で最もよく使われる。環境学は多

くの他の学問分野と関係を有することから（学際性）、学問分野で整理することは環境学に

おける他の学問分野との関係性の見通しを良くする。しかしながら、学問分野軸での俯瞰

は水平的な関係を理解するには役立つが、必ずしも環境問題の解決への見通しをよくする

ものではない。 

また、空間・時間のスケールによって環境学を俯瞰することも一つの方法である。系を

ある地域に限った空間領域で考えれば地域環境学であり、地球全体もしくはそれ以上の空

間領域で考えれば地球環境学となる。都市、農村、流域圏などの対象領域によって環境学

を俯瞰することも多い。また、時間軸を秒・分の単位で考えるか、月単位で考えるか、年

単位で考えるかによっても問題解決の方法論は異なるため、環境学としての俯瞰も異なる。

ただし、空間・時間のスケールは対象とする問題によって決まるため、空間・時間軸での

俯瞰は問題軸での俯瞰に重なるとも考えられる。 

 対象に対する行為とは、環境を知る（動態の把握、予測・評価）、環境を良くする（環境

の改善技術、社会行動、環境政策等）、また環境がどうあるべきかを問う（環境哲学、環境

教育等）という環境を研究する上で必要となる行為を指す。学問分野における基本活動で、
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全ての学問分野に共通した俯瞰の軸といえる。学問分野の軸がやや水平的かつ静的な俯瞰

になるのに対し、行為の軸は動的な展開を意味し、行為の繋がりによって環境問題の解決

に向けた道筋を明示的に示しやすいという利点を持つ。 

 本報告では、環境問題の軸と対象に対する行為の軸の２つの軸で環境学の俯瞰を行うこ

ととする。これは、環境学を、環境問題を解決するための学問として捉えるという姿勢を

明示するとともに、問題を解決するために行わなければならない研究行為として捉えるこ

とを明示するためである。また、これから始まろうとしている国際的な研究プログラムで

ある FE 等におけるトランスディシプリナリな展開における研究の方法論を見通すためで

もある。 

環境問題の俯瞰は、既に「日本の展望―学術からの提言 2010」において、“環境学分野

の展望―持続可能な社会に向けた国土・地球環境形成に対する環境学からの提案―” [2]、

“地球環境問題” [3]、および“持続可能な世界の構築のために” [4]で網羅的に行われ

ている。ここで記載されている問題群を、空間軸を考慮して整理すると、 

①地球規模での問題 

ア 気候変動・温暖化（省エネルギー、省資源問題を含む） 

イ 生物多様性減少 

ウ 化学物質汚染（窒素飽和問題を含む） 

②地域規模での問題 

ア 水環境汚染 

イ 大気環境汚染 

ウ 資源循環・廃棄物処理 

エ 災害環境復元（放射能汚染を含む） 

オ 流域圏・沿岸域環境保全（土地利用問題を含む） 

が挙げられる。本俯瞰ではこれらの問題を対象とする。 

また、行為の軸としては、 

①環境を知る 

ア 動態の把握 

イ 予測と評価 

②環境を良くする 

ア 改善技術 

イ 社会行動 

ウ 環境政策 

エ 環境経済 

オ 環境デザイン 

③環境の在り方を問う 

ア 環境哲学 

イ 環境教育 

ウ システム科学 
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を対象として俯瞰する。図２には、問題の軸、行為の軸、および学問分野の軸のつながり

を模式的に3層構造で示した。下段の学問分野軸は、研究の基盤となる学問の基本分野を

示す軸であり、環境学もその基盤の上に成り立つ。上記の軸に挙げられた項目を各層の間

でつなぎ、問題解決に向けた経路を見いだすことが環境学の課題であり、その経路の集合

が環境学の俯瞰となる。 

 

 

 
 

図２ 環境学俯瞰の軸と項目 
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４ 環境学の俯瞰 

 

前章で記述したように、本報告では、環境問題の軸と対象に対する研究行為の軸の２つ

の軸で環境学の俯瞰を行うこととし、２軸の行列表現（マトリックス表現）により俯瞰図

を示すこととする。また、問題および行為の行列の交点において、今後必要とされる研究

課題群も挙げることにより環境学の俯瞰を行うこととする。 

 

(1) 環境問題の俯瞰 

本俯瞰で取り上げる問題は、これまで日本学術会議において検討されてきた以下の７

項目である（前掲に同じ）。 

① 地球規模での問題 

ア 気候変動・温暖化（省エネルギー、省資源問題を含む） 
イ 生物多様性減少 
ウ 化学物質汚染（窒素飽和問題を含む） 

②地域規模での問題 

ア 水環境汚染 
イ 大気環境汚染 
ウ 資源循環・廃棄物 
エ 災害環境（放射能汚染を含む） 
オ 流域圏・沿岸域環境（土地利用問題を含む） 

 

 (2)  研究行為の俯瞰 

  研究行為については、以下の詳細項目を取り上げた。 

① 環境を知る 

ア 環境動態の把握 
（ア） 計測・調査・データ解析 
（イ）環境プロセスの解明 

イ 動態の予測と評価 

（ア） モデル化 

（イ） 予測 
（ウ） リスク評価 

② 環境を良くする 

ア 改善技術 

（ア） 循環型技術開発 

（イ） 省エネ・省資源 

（ウ） 環境修復・保全 

（エ） 技術評価 

（オ） リスク管理 
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イ 社会行動 

（ア） 市民参加 
（イ） リスクコミュニケーション 

ウ 環境政策 

（ア） 公共政策 

（イ） 法制度（環境法を含む） 
（ウ） 安全保障・国際関係 

エ 環境経済 

（ア） 経済評価 
（イ） 市場管理 

オ 環境デザイン 

③ 環境の在り方を考える 

ア 環境哲学 

（ア） 環境倫理 
（イ） 環境文化 

（ウ） 環境史 

イ 環境教育 

（ア） ESD（持続可能な開発のための教育） 
（イ） 人材育成 

ウ システム科学 

（ア） システム分析 

（イ） システム構成 

 

なお、日本学術会議では、「第 22 期学術の大型研究計画に関するマスタープラン（マ

スタープラン2014）」[8]において環境学の学術研究領域として以下の10領域を挙げたが

(環境学委員会)、これらの10領域は基本的に上記の俯瞰で挙げられた環境問題および研究

行為の項目に含まれている。 

 環境計測・動態解析・モデリング学 

 環境影響・リスク評価学 

 環境技術 

 資源循環学 

 自然共生学 

 生物多様性保全学 

 環境計画・政策学 

 環境教育 

 持続可能性科学 

 放射線・化学物質健康影響科学 

しかしながら、マスタープラン 2014 においては、領域数を限定し領域の優先化を行っ
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たため、複数項目を包含する、または統合する領域名となっているものも多い。さらに、

10領域の一つに挙げられた持続可能性科学は、「日本の展望―学術からの提言2010」にお

いてもその重要性が強調されているが、環境学全体を対象とする領域名となっており上記

の個別の俯瞰項目には挙げていない。 

 

 (3) 環境問題と研究行為の行列表現による俯瞰 

  上記の問題軸および行為軸を２次元の行列として表現したものを表１に示す。表１で 

は、横軸に環境問題を、縦軸に研究行為を当てており、行列における各欄は、その問題

の解決のために必要とされる課題が示されている。ここに挙げられた課題群は、図２に

示された問題軸と行為軸の２層をつなぐ経路を具体的な研究課題として呈示したもの

である。具体的な問題に対してどのような研究行為が必要かを明示しており、縦軸に沿

ってみることにより、問題解決に向けて必要とされる行為の大凡の手順を知ることがで

きる。 

  冒頭（第一章）に記述したように、環境学は‘認識’を核とする古典的学問体系に根

ざしつつも‘実践’を意識した新たな方法論とその体系を作り出す使命を帯びている。

その方法論は具体的な研究行為として‘実践’されるものでなくてはならない。従って、

環境学の俯瞰は、環境研究を志す研究者や環境問題に興味を持つ人々が、環境研究の全

体像を見渡すことができ、また、特定の課題の位置づけを知ることができることに加え

て、その課題を解決するための道筋を描くことを助けるものでなくてはならない。 

表１においては、２次元の行列を縦軸で見ることによって、環境問題を解決するため

の行為を知ることができ、同時に、問題を解決するために必要とされる他の行為との関

係や解決に向けての手順を知ることができる。また、横軸に沿ってみることにより、そ

の行為と他の環境問題において行われる行為の共通性や、その共通項としての学問的方

法論を概観することを可能にする。 

本報告では、環境問題の解決のためにどのような研究行為が必要とされるか、環境問

題と研究行為の２軸から俯瞰を行った。環境問題の解決に向けた‘実践’の視点からの

俯瞰といえる。環境学の体系化に向けて、他にどのような軸が必要となるのか、また他

の軸を考慮した多元的な俯瞰をどのように行うことが望ましいのか、更なる検討が必要

であろう。 
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５ 環境研究のこれから－FEプログラムの展開 

 

環境問題の解決のためには、学問分野の境界を越えた連携（学際性）が不可欠であるこ

とはいうまでもない。しかしながら、問題解決に向けた具体的な施策や対策技術の実装を

行うためには行政や産業界等の様々な異なる業種との連携（業際性）や省庁を越えた連携

（省際性）も忘れてはならない。また、地球規模の問題を対象とするためには国を超えた

連携（国際性）が必要となる。これらの様々な“際”を越えて異なった分野と繋がり、新

たな成果を生むための方法論はまだ確立しているとはいえない。特に、業際性や省際性と

いった学界と社会を繋ぐ試みは緒に就いたばかりといえる。環境問題の解決に向けた道筋

を見出すためには、個別分野の研究を更に深化させるとともに、“際”を越えた統合的な

研究の在り方を早急に検討することが必要であろう。 

例えば、FEプログラムにおいては、特に、学界と社会をつなぐトランスディシプリナリ

な研究に取り組むために、以下の３つのテーマが設定されている。 

①ダイナミックな惑星（Dynamic Planet） 

地球が、自然現象と人間活動によってどのように変化しているかを理解すること。 

②グローバルな開発（発展）（Global Development） 

人類にとって最も喫緊のニーズに取り組むための知識（特に食糧、水、生物多様性、

エネルギー、資源、その他の生態系機能・サービスの持続可能で確実で正当な管理運

用に関する知識）を提供すること。 

③持続可能性に向けての転換（Transformations towards Sustainability） 

持続可能な未来に向けた転換のための知識を提供すること。すなわち、転換プロセス

と選択肢を理解し、それらが人間の価値観や行動、新たな技術および経済発展の道筋

にどのように関係するかを評価すること。 

ここで示されている課題を解決するためには、上記の“際”を越えるための方法論を実

現しなければならない。 

環境学は、３世紀余に渡って続いてきた‘認識’の科学から‘認識’と‘実践’の双方

を視野に入れた科学の方法論を模索している。その道筋はまだ確立してはいない。しかし

ながら、現時点での環境学を俯瞰しその構造を示すとともに問題解決に向けた道筋を見え

易くすることは、環境問題の解決を指向する研究者、および実践者にとって有意義であろ

う。環境学の全体像を概観する上で、また環境研究を具体的にどう進めるかを考える上で、

この俯瞰が一助となれば幸いである。 
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